
はじめに─問題の所在─

　本稿は，イタリア共和国エミリア・ロマーニャ
（Emilia-Romagna）州の障害児教育・福祉の実情と
課題を明らかにすることを目的に，同州都ボローニ
ャ（Bologna）市等における障害児教育・福祉関係機
関，関係者を対象にして，インタビュー調査（２０１３年
９月）に基づき考察したものである。なお，本調査
研究は，JSPS科研費２３２５２０１０の助成を受けている１）。
　イタリアは，１９７０年代の教育法制度改革によって，
障害の有無に関わりなく通常学校への通学を保障し，

インクルーシブ教育を推進してきた。経済協力開発
機構（OECD）の資料によれば，イタリアにおける
特別な教育的ニーズ（Special Educational Needs: 
SEN）のある子どもに対する教育措置の割合は，特
別学校（視覚障害，聴覚障害）が０.４％，通常学校・
通常学級が９９.６％（２００８年）となっており（２０１０年
は不明と記載），通常学級の比率はOECD諸国で最
も高くなっている２）。
　学校教育制度は，小学校５年，中学校３年の８年
間を第１課程と定め，５年間の高等学校を第２課
程とし，義務教育は高等学校２年までの１０年間と
なっている。２０１１/２０１２年の児童生徒数は，小学校
２,８１８,７３４人，中学校１,７９２,３７９人，高等学校２,６５５,１３４
人の合計７,２６６,２４７人である３）。
　義務教育段階の教育費は，公立学校の場合，小学
校の学費および教科書代はともに無料であるが，中
学校の教科書代は保護者負担である。また，給食費
やスクールバス代は保護者負担であるが，家庭の経
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　本稿は，１９７０年代の教育法制度改革によって，インクルーシブ教育を推進してきたイタリアの障害児教
育・福祉の実情と課題を把握している。特に，エミリア・ロマーニャ州は，積極的な障害者施策に取り組
み，障害者雇用の軸をなす社会的協同組合活動の活発な地域である。同地域における障害児教育・福祉関
係機関，大学研究者，社会的協同組合を調査対象として考察している（JSPS科研費２３２５２０１０の助成に基づ
く）。調査を通じて，インクルーシブ教育の特徴と推進する上での課題を改めて確認するとともに，総合
的な支援施策，障害者福祉と社会参加の先進事例を考察している。また，障害者の雇用と社会参加を推進
する社会的協同組合の優位性と課題についても考察している。
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済状況に応じて優遇措置が取られている。なお，就
学前教育は，０歳～２歳児については保育園，３歳
児～６歳児については幼稚園があるが，いずれも義
務教育ではなく，国公立の幼稚園の授業料は無料で，
給食やスクールバスの利用がある場合には該当経費
の支払いが必要である４）。
　イタリアは，１９９１年９月に国連・子どもの権利条
約を，２００９年５月に国連・障害者権利条約をそれぞ
れ批准し，障害児者施策を推進してきた。欧州議会
の「EU加盟国・イタリアの障害児施策に関する調
査報告書」（２０１３年）５）によれば，イタリアは，１９７７
年の法律５１７号，１９９２年の法律１０４号などに基づいて，
民間機関を含め幼稚園レベルから大学レベルまで障
害児者を受け入れる義務を明記し，学校におけるバ
リアフリー化，個別教育計画（IEP）の作成，学校の
プログラムやカリキュラム，試験における特別な対
応，各州による障害者のための無料輸送などを積極
的に推進してきた。しかし他方で，教育予算は削減
（４１４億２千万ユーロ（２０１１年），４３３億７千万ユーロ
（２０１０年）。対前年比４.５％削減）され，教師数も２００７
年から２０１２年の５年間で２万人が削減された。障害
者施策，社会サービスに関する国の最低基準はなく，
その実施やモニタリングは各州に委ねられている。
そのため義務教育学校の建設や管理，専門的な支援
教師の養成などは，深刻な経済危機に直面している
各州の財政力に依存している。軽度発達障害児に対
する適切な保護やサービスに問題が生じ，特定のリ
ハビリテーションプログラムや教育プロジェクトに
アクセスすることが困難になっているという。
　州（Regione）は独自の法律を制定できるととも
に，地方への権限委譲を受けて住民サービスを自律
的に展開する役割を持っている。しかし，財政的に
厳しい州では基本的なサービスの提供が難しくなっ
ており，「北高南低」の南北格差が深刻な問題とな
っている。
　障害者福祉は，「障害者の援助・社会的統合・諸
権利のための枠組法」（１９９２年，法律１０４号）を中心
に制度化され，障害者の尊厳と自律，人間的発達と
諸権利を保障し，社会サービスの供給，障害者の社

会的排除の克服と社会参加がめざされている。障害
者を対象とした福祉サービスの給付については，
「社会福祉基本法」（２０００年，法律３２８号）に定められ，
「補完性の原理に基づいた国，地方政府，社会諸組
織の連帯」６）が求められている。なお，「補完性の
原理」は，１９８５年の「ヨーロッパ地方自治憲章」（ヨ
ーロッパ評議会）において提起され，「より包括的
な団体はより小さな団体で効果的に処理できない事
務のみを補完的に担当する」ことを意味する。１９９７
年の「地方分権化推進法」（バッサニーニ法，法律５９
号）において，「補完性の原理」が初めて明記され，
イタリアの当事者主権と分権型国家を表す考え方と
なっている７）。
　精神障害者施策については，北イタリア（トリエ
ステ県）を中心に脱施設化運動が１９７０年代に強まり，
１９７８年５月に，法律１８０号（「任意および措置検診と
治療に関する規定」通称「バザーリア法」）の制定
（１９７８年１２月に法律８３３号「国民保健サービス制度」
法に組み入れ）によって，公立精神科病院への新た
な入院の禁止，精神科病院の漸次廃止，地域精神保
健への移行などの精神医療改革が進められ，１９９９年
３月には保健省はイタリア国内の公立精神科病院を
閉鎖したと発表した８）。このような精神障害者施策
の改革は，精神障害者を精神科病院から解放し，地
域社会の中で社会復帰させることに成功し，その基
本は，「施設収容からの解放と地域移行を目指し，
ソーシャルワークを基盤に官民がネットワークを組
んで自立支援」９）を推し進めてきたのである。
　このようにイタリアにおけるインクルーシブ教育，
障害者施策の推進は，国際社会に大きな影響を与え
た。１９９４年，ユネスコとスペイン政府共催によって
開催された「特別なニーズ教育（Special Needs 
Education: SNE）に関する世界会議」がサラマンカ
で開催され，「特別なニーズ教育に関するサラマン
カ声明と行動の枠組み」が採択された。この「サラ
マンカ会議」は，１９９０年に開催された「万人のため
の教育（Education for All: EFA）」世界会議（タイ・
ジョムチャン）を受けて，すべての子どもに対する
インクルーシブ教育を提唱し，その実現のための一
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般学校教育制度の改革をめざした。それまでの障害
児教育に対して，学校教育を十分に受けることので
きないすべての子どもたちの特別な教育的ニーズを
前提とした教育の推進を目標とした。「サラマンカ
声明」はさらに国連・障害者権利条約へと受け継が
れている。したがって，本調査研究がイタリアを調
査対象とした背景の一つはこの点にある。
　また，調査対象をイタリアの中でも，北部のエミ
リア・ロマーニャ州，ボローニャ市とした理由は，
北イタリアのこの地域が社会的協同組合などの協同
組合運動，労働運動の盛んな地域であり，住民自治
に基づいた社会福祉および障害者施策に積極的な取
り組みを行っているからである。ボローニャ市では，
特に，１９６４年に全国に先駆けて「地区住民評議会」
が設置され，住民参加によって，福祉，文化，スポ
ーツ等を推進してきた経緯がある１０）。
　エミリア・ロマーニャ州（人口４４７.１万人，２０１３
年）は，ボローニャ県など９県（Provincia），３４１コ
ムーネ（Comune，基礎自治体，日本の市町村に相
当）から構成され，製造業と食品工業，農業が盛ん
な地域である。同州の一人当たりGDPは，２８,２１１ユ
ーロ（２０１２年）で，全国２０州のうち第５位の高さで
ある（イタリア平均，２２,８０７ユーロ）１１）。このような
優位な地域経済を背景にして「高福祉」を実現して
おり，例えば，「２００７年-２０１３年の国家戦略フレーム
ワーク（NSF）」に従って，女性の労働市場への参加
促進を目的とした「０～２歳児の保育所通園率」１２）

は，全国第１位（２６.５％，イタリア平均１３.５％，２０１０
年）であり，「地域別の社会サービスおよび給付の

一人あたり支出」１３）は，全国第６位（２０１０年）に位
置している。
　また，エミリア・ロマーニャ州は協同組合活動の
盛んな地域であり，人口の５７％が協同組合の組合員
という１４）。社会的協同組合は，協同組合の一類型
であり，「社会的協同組合法」（１９９１年，法律３８１号）
によって定められ，社会サービスの専門職によって
結成され，保健，福祉，教育サービスを運営するA
型，そこで働く労働者のうち３割以上が社会的困難
をはじめ障害者の労働参加を目的とするB型の２類
型からなっている１５）。社会的協同組合については，
後ほど詳述するが，社会福祉サービスの供給と障害
者雇用にとって大きな役割を果たしている。
　なお，表１はイタリアの基本統計について，表２

イタリア共和国エミリア・ロマーニャ州における障害児教育・福祉に関する調査研究（黒田　学　他） 33

表２　イタリア　機能別社会保護支出の割合（２００６－２０１２年） （％）

２０１２２０１１２０１０２００９２００８２００７２００６年
２４.４２４.９２５.５２５.７２６.３２６.０２６.８疾病・健康管理
　５.７　５.７　５.９　６.０　５.９　６.０　５.８障害
５２.３５２.１５１.６５０.９５１.６５１.６５０.９高齢者
　９.３　９.２　９.１　９.２　９.２　９.５　９.６生存
　４.８　４.８　４.６　５.１　４.９　４.９　４.６家族・子ども
　３.５　３.２　３.３　３.１　２.２　２.０　２.２失業・社会的排除
１００.０１００.０１００.０１００.０１００.０１００.０１００.０合計

出所）Noi Italia, Social protection expenditure in Italy by Function Years 2006-2012.
（http://noi-italia2014.istat.it/index.php?id=7&L=1&user_100ind_pi1%5Bid_pagina%5D=199&cHash=
 82330a331a57c4d4e1a9522c6d497f18，２０１４年６月１５日閲覧）に基づき黒田が作成。

表１　イタリア　基本統計（２０１２年）

６,０８８.５万人
５１４.１万人

０.０％（２０１２－２０３０年）
８２歳
３‰
４‰

９９％（２００８－２０１２年）
９９％（２００８－２０１１年）
３２,２８０ USD（PPP）
０.７％（１９９０－２０１２年）
８.６２％（２０１１年）

人口
６－１４歳人口＊
人口増加率
出生時平均余命
１歳未満死亡率
５歳未満死亡率
成人識字率
初等教育純就学率
一人あたりGNI
一人あたりGDP平均成長率
公的教育財政（支出比）＊＊

出所）UNICEF, The State of the World’s Children 2014,（http://
 www.unicef.or.jp/library/pdf/sowc_2014_ main_ report.pdf，
２０１４年６月１５日閲覧）．

　　　＊ Italian National Institute of Statistics, Italian Statistical 
Abstract 2012, p.５２．（http://www.istat.it/it/files/2013/07/
 Compendio-statistico-italiano-2012.pdf，２０１４年６月１５日閲覧）

　　　＊＊ UNESCO, Institute for Statistics,（http://data.uis. unesco.
 org/，２０１４年６月１５日閲覧）に基づき黒田が作成。



はイタリアの機能別社会保護支出の割合を示したも
のである。
　次節からは，障害児教育・福祉の実情について，
関係機関・関係者に対するインタビュー調査結果を
紹介しながら，その実情と課題を考察したい。なお，
調査対象にミラノ市（ロンバルディア州の州都）の
支援教師と障害者のオーケストラを補足的に加えて
いる。また，本稿は，「はじめに」と「Ⅱ-１，５」
「おわりに」を黒田が，「Ⅰ-３，Ⅱ-５」を平沼，
「Ⅰ-１」を石川，「Ⅱ-２」をユイス，「Ⅱ-４」を小
西，「Ⅰ-２」を荒木，「Ⅱ-３」を野村が，それぞれ
分担執筆し，黒田が全体をとりまとめている。また，
本稿執筆にあたって，研究会での報告と討議の過程
を踏まえているが，各節の執筆者の見解は，執筆者
間で必ずしも共通しているものではないことをご了
解頂きたい。

Ⅰ　イタリアにおける障害児教育の実情

１．エミリア・ロマーニャ州における特別な教育的
ニーズのある児童生徒への教育施策

（１）はじめに
　１９５０年代以来，イタリアには教育の中央集権の長
い伝統があるが，地方分権の進歩的な過程が起こっ
ている。１９７０年代，特に，多くの教育的な責任は，
中央政府から地方行政（州，県，コムーネ）に移さ
れた。
　１９８９年まで，教育省（Ministero della Pubblica 
Istruzione）はすべてのレベルにおいて教育の管理
に責任があった。１９８９年５月に大学・科学技術省
（Ministero dell’Universita e della Ricerca Scientifica 
e Tecnologica）が創設された。それ以後，教育省は
幼稚園，初等教育，中等教育の管理に責任をもち，
大学省は高等教育の管理に責任をもった。
　教育省の地方の代表が州及び県の各教育事務所で
ある。州は校舎の建設・維持，児童・生徒の医学
面・心理学的な面での援助に，そして職業訓練に責
任をもつ。県は学校設備，サービスおよび一部，補
助員等の非教員のスタッフを提供する。コムーネは

地方のレベルで，通学保障などの社会的な援助につ
いての監督および統制などのサービスを管理する。
　本報告は，２０１３年９月１６日，エミリア・ロマーニ
ャ州ボローニャ県ボローニャ市においてエミリア・
ロマーニャ州事務所人材育成及び労働政策担当
（Servizio Progremmazione,Valutazione e interventi 
regionali Regionale Office, Emilia-Romagna, 

nell’abiato delle politiche della formazione e del 

lavoro）セレネッラ　サンドーリ氏（Ms Serenella 
Sandri）へインタビューを行い，その記録に基づい
て，イタリアの教育制度，州・県・市の教育行政の
役割分担，９２年１０４号枠組み法以降の障害児教育施
策の動向などについて要旨をまとめたものである。
（２）学校制度と州事務所の管轄
　イタリアの教育制度は，小学校５年，中学校３年，
高等学校５年のうち２年までの１０年間が義務教育で
ある。その後３年で高校卒業資格（ディプロマ）を
とるか，あるいは職業の資格を取るかの選択となる。
　高校は，古典的高校（liceoリチェオ），工業高校，
芸術高校，職業高校などがある。州の教育局は義務
教育について管轄する。州の社会政策局は，義務教
育に含まれない０～６歳までの幼稚園及び後期中等
教育及び職業教育について管轄する。
（３）学校教育への州・県・コムーネ・学校の役割
　１９７０年代から現在までに，統合教育に関する規定
ができた。イタリア憲法の「学校はすべての人に開
かれる」という規定に準拠しており，性別や政治，
信条，身体的状況などにより差別されることなく，
教育はすべての人に平等でなければならず，実行法
としての州法もすべての学校に適用される。法人と
しての学校は学校独自の裁量が認められ，人間形成
計画（Piano offeritivo Formazione ; POF）に基づい
て計画・実施する。
　州は教育省の州支部として，州内の学校のコーデ
ィネート，学校の教員の人事異動，学校資金の配分
などを行う。州は，学校の教育計画，年間行事計画
を承認し，教育の権利が守られているか監督し，学
校へ資金の提供を行う。
　州は，教員（Insegnante）及び支援教師（Docenti 
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di Sostegno）の人事権がある。障害児の介助を行い
インクルージョンを推進する教育補助員（Educatore，
エデュケータと呼ばれている）については，市が社
会的協同組合に委託する。学校の建物の管理は，高
校については県が管轄し，幼稚園，小学校，中学校
は市が行っている。
（４）９２年基本法１０４号に基づいた州の施策
　９２年基本法によって，次の３点が変更された。
①インセレメント（inserimento　挿入）からインク
ルージョンへ変わった
②障害のある児童生徒個人に焦点を当てて，潜在的
な能力を伸ばす
③いろいろな機関がネットワークをつくり，障害児
の社会参加にかかわる
　障害の認定について，AUSL（Azienda Unita 
Sanitaria Locale，地域保健公社。他州ではASLと呼
称することもある）との連携のもとに「（医学的な）
診断」→「機能診断」→「個別教育計画（Piano 
Educativo Individualizzato; PEI，英語表現では
IEP）」のプロセスで進められている。機能診断は，
AUSLとの連携のもとに生活の中での実態から判断
するようになった。PEIは，小学２年終了時，小学
校卒業時，中学校卒業時，高校２年終了時の４回の
年度に見直しされる。
　エミリア・ロマーニャ州では，州法２００１年第１０号
にもとづいて学校へのアクセスを保障する。コムー
ネは，州法２００３年第１２号にもとづいてサービスの供
給を行う。県はコムーネの様々なサービスをコーデ
ィネートして「プログラム協定」（Accordo di 
Programma Provinciale per L’integrazione Scolastica 

di Allievi in Handicap nelle Scuole di ogni ordine e 

Grado）を締結する。プログラム協定は，県ごとに
作成され，４年ごとに更新される。地域のリソース
を有効に活用するために様々なサービスが計画的に
障害児に提供される。
（５）２０１３－２０１４教育年度の状況
　ちょうど我々がインタビューに州事務所を訪問し
た９月１６日は，新教育年度がスタートした日であった。
　新教育年度についてのエミリア・ロマーニャ州の

データは，次のとおりであった。
・学校数　５３９校（学校長の数）：イタリアでは，複
数の幼稚園小学校中学校を合わせて一つの学校群と
して校長を配置する。
・学校の建物　２,４００棟
・児童生徒数　５０万人超：この数年，移民が増加し
ており，児童生徒数が増加している。
・教師　４７,０００人
・認定のある児童生徒数　１３,０００人
・支援教師　６,０００人：エミリア・ロマーニャ州で
は，障害児２人に支援教師１人に届かない。
　実際には「教室でさわぐ，すき勝手な振る舞いを
するような」障害の認定を受けていない生徒が多く，
支援教師の不足が問題になっている。
　コムーネの資金で支援教師の他に教育補助員，同
級生や卒業生をチューターとして援助のためにつけ
ている。
（６）特別な教育的ニーズのある子どもへの教育的支

援について
　教育現場から特別な教育的ニーズのある幼児児童
生徒への州としての対応を検討する委員会が設置さ
れた。国は，法律２０１０年１７０号「学校領域における
学習における特異な障害の問題に関する新しい規
定」を制定し，読字障害，書字障害，つづり障害及
び算数障害のいわゆる特異的学習障害（Disturb 
Specifici Apprendiment; DSA）の定義，目的，診断，
支援教師の配当など教育的対応について示した。そ
れに基づいて教育省令２０１２年特別規定（particolare）
で学習障害以外の年齢に特有な行動のある子ども，
精神心理的行動のある子ども，人とのつながりがも
ちにくい子ども，落ち着きが全くない子どもなどに
支援の対象を広げる規定ができた。
　障害が重度ではなく支援教師をつけるほどでもな
い子どもたちに問題がある。このような子どもたち
にも関係者が集まり個別教育計画をつくる。できる
だけその子の能力を伸ばすためにどうすればよいか
を話し合う。例えば言語障害の子どもへの配慮とし
て，教室での授業中の発言の機会をなるべく抑え，
書くことに重点を置いたり，読み書きができない子
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どもたちに州が専用のプログラムの入ったコンピュ
ータを支給したりなど配慮をしている。
　いろいろな教育的なニーズが集まり，対応がとて
も複雑になってきている。それらのニーズを見極め
て，短期間に対応をする必要がある。認定を受けな
い子どもたちの状況を学校の教師から報告を受け，
その報告にもとづいて支援を行っていくが，支援の
結果，解決に向かうケースもあれば，状況が悪化し
て認定が必要になるケースもある。個別教育計画に
家族が参加するが，学校は家族に個別教育計画を提
示しなければならない。
　学校は，法律で規定された教育課程以外に学校独
自に企画実施するプロジェクト（例えば，地域の資
源を利用した課外活動や中学校ならば高校進学に向
けたラテン語の特別授業など）を教育提供計画
（Piano dell’offerta’ Formativa: POF）によって公開
している。これらのプロジェクトに学校が取り組ん
でいる特別な教育的ニーズのある子どもたちを含め
た企画なども示されている。
（７）質疑応答から
①支援教師の不足している原因について
　資金の不足が一番深刻である。州も大学もこの問
題解決に力を入れている。人材育成の面での立ち後
れがあったが，近年特別な教育的ニーズへの対応の
規定ができてから，それらのニーズに対応できる専
門性を身につけた教員の育成に大学が乗り出してい
る。また，支援教師の育成だけでなく，現職の教員
向けに，これらのニーズにこたえなければいけない
という研修を義務づけている。
　エミリア・ロマーニャ州では，移民の増加，そし
て２０１２年の州内での地震の影響で新しい教師が州外
から入ってきており，イタリアの中でもインクルー
ジョンに多くの投資をしている。
②国と州の関係について
　州は憲法で規定される地方公共団体であり，範囲
が限られている中で立法権を持っている。例えば，
職業訓練については，州が法律を作ることができる。
国が立法権を持つ分野については，国の法律で最低
要件となる枠組みを決め，州はそれに基づいて地域

に合わせて実行法を制定していく。
③幼稚園，保育園の障害児への対応について
　コムーネ（市）立の幼稚園（Scoula Materna）に
は補助員はいるが，支援教師はいない。支援教師は
国から配置される。国立の幼稚園には４４３人の支援
教師が配置されている。保育園は学校制度に含まれ
ないので，州の把握する範囲では支援教師はいない。
　幼稚園保育園への入園にあたり，障害児には優先
権がある。認定を受けている子どもは優先されるが，
保育園は待機児童が多く，難しい状況がある。幼稚
園は２０００年まで少子化の影響（特に，ボローニャ市
はヨーロッパで一番出生率の低い地域である）と７０
年代に幼稚園が増設されたため，需要が満たされて
いたが，近年移民の急激な増加のため幼稚園も不足
する事態に陥ってしまい，優先順位をつける必要が
生じ，認定された障害児が優先されている。
④自閉症の子どもへの対応について
　国や，特にエミリア・ロマーニャ州では，自閉症
の対策に力を入れており，学校の教員に自閉症児へ
の対応についての研修がさかんに行われている。知
的障害の伴わない自閉症（高機能自閉症・アスペル
ガー障害）については特別な教育的ニーズのある子
どもたちのカテゴリーに入ってくるので自閉症児の
ための教育プログラムや教材教具が用意される。医
療社会福祉政策局と学校局が自閉症の子どもたちの
教育に関するガイドラインを作成中である。

２．ボローニャ大学ニコラ・クオモ教授へのインタ
ビュー調査

　ボローニャ大学教育科学部にニコラ・クオモ
（Nicola Cuomo）教授を訪ねたのは９月１３日の午前
中であった。調査の目的は，イタリアにおけるイン
クルーシブ教育の現状と課題をどのように考えてお
られるのか，インクルーシブ教育に早くから関わっ
てこられたクオモ教授から直接うかがうことであっ
た。インタビューは，現状についての厳しい批判か
らはじまった。
　イタリアでは１９７６年に法律を制定して早くからイ
ンクルーシブ教育に取り組んできているが，人材養
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成が遅れている，リソースの整備が進んでいないな
ど，今日でもなお未達成な大きな課題を抱えている
ことが指摘された。加えて，２００８年からイタリア経
済は不況下にあり，医療，社会福祉，教育の分野で
予算の削減がすすめられ従来の到達点の維持も厳し
くなってきている現状が語られた。
　イタリアのインクルージョン教育は，開始から４０
年を迎えようとしている。この間の前進は，１９７０年
代の高度経済成長に助けられたところがある。しか
し，人びとの財産とならずに社会からの支援と見な
され，受け身的になってしまい，そこでとどまって
しまっているという。インクルーシブ社会を発展さ
せるためには，現在の社会システムのよさを人びと
に伝えていくこと，それに実際にこのシステムを活
かし使いこなせるクリエイティブな思考をもった人
材を育てることが重要である。「能力と経験と功績
を自信に変えていかなければならない」とのご自身
の考えを熱く語られた。
　大学における人材育成の取り組みの一つとしてク
オモ教授らのグループが取り組んでいる友だちオペ
レーターの活動が紹介された。
　ボローニャ大学教育科学部での友だちオペレータ
ー養成は，スーパーバイザーによる指導の下１５日間
の研修として実施されている（週２回，各３時間）。
行政がすぐに家族のニーズに応えられない現状を補
う役割をオペレーターが果たしている。オペレータ
ーとして養成された人にはプロジェクトが紹介され
る。プロジェクトの費用は家族が負担する。プロジ
ェクトの内容は，例えば，一緒に喫茶店に行って，
喫茶店のスタッフと仲良しになるという活動を実行
するというものである。プロジェクトの活動内容は
多種多様である。障害者だけでなく高齢者を対象に
した活動にも応用されている。オペレーター利用者
の家族会もできている。オペレーターは，次のオペ
レーター希望者を紹介したり，スーパーバイザーに
なって次のオペレ－ターを育てたりする役割ももっ
ている。オペレーターは，その経験によって「障害
児がいることは価値のあること」であるということ
を体験として学び，その価値を人びとに伝えている

のである。
　イタリアのインクルーシブ教育が発展するために
は，インクルーシブ社会が新しい価値を創造してい
ること，そのことによって社会に新しい可能性が生
まれてきていること，これに多くの人が気づき確信
をもつことである。
　クオモ教授は，知日家で日本にも何度も来られて
いる。クオモ教授がインタビューの中で何度もクリ
エイティブな人材育成の必要性を強調されたのが印
象的であった。

３．支援教師（ミラノ市）へのインタビュー調査
　２０１３年９月１４日，ミラノ市で支援教師をしている
マリア・アントニエッタ（Maria Antonietta）氏に
インタビューを行い，支援教師の仕事内容およびミ
ラノ市における特別ニーズ教育の現状と課題につい
て話を伺うことができた。
（１）支援教師について
　マリア・アントニエッタ氏がミラノ市からの要請
を受けて，支援教師として働き始めたのは２００７年の
ことである。彼女は，基礎免許となる音楽の教員免
許（中学・高校）は取得していた１６）が，当時，支援
教師の資格は持っていなかった。そのため，働きな
がらヴェネツィア・カ・フォスカリ大学（Università 
Ca’ Foscari Venezia）に通って支援教師の資格を取
得したという。
　支援教師はイタリア国内すべての州で通用する資
格で，その資格を取得するためには８００時間の研修
を受講する必要がある。当時カ・フォスカリ大学に
は通信教育の制度があったため１７），実際に大学に通
うのは週末ごとの集中講義（９時～２０時，月２週末
の受講が義務）だけでよく，残りの単位はインター
ネットで課題を提出するなどして取得できたという。
　イタリアでは，１９９２年の法改正で，障害の有無に
関係なく，児童・生徒１３８人あたり１人の支援教師
が配置されることになった１８）。また，それとは別
に障害のある児童・生徒３人に１人の割合で支援教
師を配置することが義務づけられている。
　支援教師には，特別ニーズ教育のコーディネータ
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ー的役割が求められており，学校としてインクルー
シブ教育の実施体制を作り，推進するための仕事を
行う。
　イタリアの特別ニーズ教育を担う専門職には，支
援教師の他に，教育補助員がいる。教育補助員は，
特別な教育的ニーズが認定された児童・生徒に対し
個別支援を行う専門職である。もちろん支援教師も
個別支援は行っているが，学校全体の特別ニーズ教
育をコーディネートしたり，個別教育計画（PEI）
を作成したりする。また，特別な教育支援が必要で
あるにも関わらず，まだ認定を受けていない児童・
生徒に対する支援も支援教師の仕事になるという。
（２）特別ニーズ教育の実情
　マリア・アントニエッタ氏によると，ASL（Azienda 
Sanitaria Locale，地域保健公社）等で障害や特別な
教育的ニーズが認定されたケースで，本人や親が支
援を求めている場合には，支援も比較的スムーズに
進む。しかし，家庭が崩壊しているケースや，本人
や親が「特別扱い」を拒むケースは支援が難しいと
いう。過去に彼女が実際に受け持った生徒で，障害
はないが家庭の問題で勉強についていけない子ども
がいて，よくパニックを起こしていたらしい。その
生徒の場合，家に帰ると状態が悪化するので，学校
では教育補助員が４時間付き添うとともに，放課後
は社会的協同組合の施設に通うようにして，できる
だけ家庭で過ごす時間を短くしていたそうである。
　他にも，マフィアの家庭で育っている子どもの場
合には，マフィア（父親）のことをカッコイイと思
い込んでいる（いわゆる「社会的自立モデル」にな
っている）場合も多く，教師に暴言を吐くなどの問
題行動を起こしやすい。こうしたケースの支援はと
ても大変で，特別な教育的ニーズの認定を受けてい
る生徒の方が支援は容易であるという。
　マリア・アントニエッタ氏は，昨年までの２年間，
複数の問題を抱える男子生徒の支援をしていた。彼
は大人を信用・信頼する気持ちをなくしてしまって
いたので，信頼関係を構築するところから始めなく
てはならなかった。２年間の支援でかなり改善はさ
れたが，やはり家庭の問題が解決しないと根本的な

解決にはつながらないという。
　この生徒の場合，１年目は，週３０時間の学校生
活１９）のうち，２人の支援教師が合計１８時間の支援
を行うとともに，５～６時間を教育補助員と一緒に
過ごすようにした。２年目は，状況が改善してきた
ため，支援教師１２時間＋教育補助員４時間の支援体
制に変更することになったそうである。
（３）特別ニーズ教育の課題
　マリア・アントニエッタ氏が今年度担当している
中学３年生のクラス（２３人）には，４人の知的障害
児と１人の学習障害児が在籍しているが，このクラ
スの支援教師は彼女１人だけで，教育補助員も今の
ところ付いていないという２０）。国の基準では，こ
の学校全体で２１人の支援教師が必要なはずであるが，
その内まだ１３人しか確保できておらず，残りの８人
は全員無資格者になるのではないかと語った。
　ミラノ市で特に支援教師が不足している理由につ
いて尋ねたところ，「それはミラノ市がきちんと支
援に必要な時間数を考えて支援教師を確保しようと
している証しでもある。全国的に支援教師の養成が
追いついておらず，支援が必要な生徒が増えてくる
と，生徒１人あたりの支援時間を削るか，無資格者
で対応するしかない」と説明してくれた。
　また，彼女が担当している５人の生徒（知的障害
４人，学習障害１人）の内２人は，今年新たにASL
で知的障害の認定を受けた生徒であるという。そこ
で，このように学年進行に伴い障害の認定を受ける
児童・生徒の数も増えていくのかを尋ねたところ，
「障害のある子どもの数自体が大きくは変化するこ
とはないが，家庭の問題等で支援を必要とする生徒
は学年が上がるにつれて増えてくる」と語った。
　今回の調査では，調査時期・期間等の事情から，
学校への訪問調査を行うことができなかった２１）。
しかし，支援教師として働くマリア・アントニエッ
タ氏へのインタビュー調査を通して，①イタリアの
特別ニーズ教育において支援教師や教育補助員が果
たしている役割，②ミラノ市における「特別な教育
的ニーズ」の内容と支援の実情，③イタリアの特別
ニーズ教育，インクルーシブ教育が抱える課題につ
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いて，その一端を垣間見ることができた。

Ⅱ　イタリアの社会的協同組合・社会的企業と
障害者福祉の実情

１．エミリア・ロマーナ州地域事務所
　インタビューは，エミリア・ロマーニャ州地域事
務所の障害者向け医療政策責任者に対して，（１）州
の障害者施策，（２）ライフステージに沿ったサービ
ス，（３）重度障害者の施策について尋ねた２２）。
（１）州の障害者施策の概要
　２００１年の憲法改正（地方自治制度）により地方分
権化が進められ，州に限定されていた自治権を県，
コムーネにも拡大し，障害者施策も地方分権化され
ている。エミリア・ロマーニャ州は，人口４４７万人
で，障害者人口は２％程度という。州内は，９県，
３８地区，３４１コムーネから構成されている。州内に
は１１カ所のAUSLが設置され，子どもや高齢者，障
害者等に対する保健福祉サービス（精神保健部門，
依存症対応部門，知的障害児者部門などから構成）
を提供している。ただし，経済危機の中で，国の法
律でコムーネ合併のガイドラインが定められ，コム
ーネの合併が予定されており，それに伴ってAUSL
の減少が検討されている。

　AUSLは，地域保健サービスの広範な役割をもつ
中で，０～１８歳の子どもに対しては，地域保健福祉
を担当しており，障害の診断や認定，治療に責任を
持っている。AUSLは医師による診断と障害の認定，
生活機能に関する書類を作成し，他機関とともに個
別プログラムを作成する。コムーネは，教育委員会
の決定に基づいて，オペレーター，教育補助員を障
害児が通学する各学校へ派遣している。AUSLは，
コーディネートの役割を担い，教育に関する役割は
分離されている。
　また，AUSLは，担当地域の特色に応じて「地域
計画」（３年毎）を作成している。作成には，県とコ
ムーネ，保護者，家族に加え，非営利組織である社
会的協同組合が参加している。
　障害者関連施設の運営主体は，入所施設も含め，
社会的協同組合が７０％で最も多く，地方自治体直営
が３０％で，州所属の会社（ASP）や両親の会による
ものもある。ただし，地方自治体直営の施設は，コ
スト削減により減少の傾向にある。
　図１は，障害者施策の主要分野に関する模式図で
あり，分野ごとの管轄が示されている。
（２）ライフステージに沿ったサービス供給
　AUSLを軸にしてライフステージに沿ったサービ
スが展開されており，１８歳までの子どもに対しては，
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図１　障害者施策の模式図（エミリア・ロマーニャ州）
出所）エミリア・ロマーニャ州地域事務所提供資料（２０１３年９月）に基づき黒田邦訳。
注）障害者年金に関する訳語は，小島晴洋他『現代イタリアの社会保障』旬報社，２００９年，６０－６２ページを参照。



AUSLの病院・小児神経科とコムーネの社会サービ
ス部門が，青年・成人に対してはAUSL，コムーネ
が，高齢者に対してはAUSL，コムーネ，州がそれ
ぞれ担当し各サービスを提供している。
　また，地区UVM（多方向性関連評価委員会）は，
障害者に対するサービス供給が分散しないよう，地
域における障害者支援のための統合プロセスとして，
医療，地域サービス，保健サービス，社会サービス
を総合的に決定する。地区UVMは，コムーネの社
会福祉部局とAUSLに所属するソーシャルワーカー，
病理学専門家の組織とネットワーク，プライマリケ
ア・スタッフから構成され，それぞれの専門性に基
づいて障害者に対するサービスを評価し，その供給
を決定している。地区UVMは，障害者の個別ニー
ズやプログラムに沿って，社会リハビリセンターに
おけるサービスやデイサービス，在宅サービスの内
容を決定している。
　障害者の個別プログラムは４種類あり，ライフス
テージに沿って，①医療カルテ（診断，治療，リハ
ビリテーション），②社会福祉の個人支援プログラ
ム（家族支援），③個別教育計画（IEP），④労働参加
プログラムがある。これらのプログラム作成と実施
には，AUSL，コムーネ，州等が継続的に関わって
おり，情報の伝達には問題が生じていない。１８歳ま
では小児神経科医と地区UVMが責任を持ち，家族
構成や収入などを考慮に入れ，個別プログラムを作
成し，ニーズによっては家族の合意に基づいて居住

施設を決定する。但し，未成年から成年になる際に
は，小児神経科から次の受け入れ科が曖昧であるこ
とが問題となっている。
　障害児の放課後支援活動や学校休業中のサマース
クールについては，健常児の活動にインクルーシブ
されている。午前のみの活動または１日の活動を選
択できるが，共働き家族の場合，８時３０分から１６時
３０分まで利用可能である。しかし，８時間働く人ば
かりではないため９時から１４時までの利用者が多い。
送迎は親または祖父母が行っているため，車椅子に
対応した車両による送迎や介助者の配置が問題にな
っている。なお，イタリア南部の地域では，午前中
のみの活動になっている。
　学校卒業後の障害者就労については，AUSL，コ
ムーネ，州の各機関が，障害者が学校を卒業した後，
障害の程度や専門就労訓練機関における訓練内容に
応じて，「保護雇用」「補助金に基づく雇用」「一般雇
用」を準備している。保護雇用は，保護雇用のワー
クショップ（社会的協同組合B型等）として，補助
金に基づく雇用は，雇用補助金による雇用や社会的
協同組合において，一般雇用は一般労働市場の企業
において，それぞれ実施されている。
（３）重度障害者の施策
　重度障害者に対する施策の目的は，治療やリハビ
リテーションを通じて，生活の質（QOL）を保障す
ることであり，居住施設にいる障害者にとっても施
設外の生活を含めてノーマルな生活を実現すること
にあり，家族の負担を軽減することである。２００４年
から最重度障害者１３００名を対象に，地区UVMが専
門的かつ統合的なサービスを提供している。
　障害者に対するサービスは，居住施設として，社
会リハビリ居住センター（CSRR，リハビリテーシ
ョンと居住の施設，８４カ所，１１８１名。１施設１５床ま
で），比較的自立可能な障害者のためのグループホ
ームがある。ただし，在宅の人が多く家族支援が中
心となっている。在宅支援は，社会リハビリ・デイ
サービスセンター（CSRD，２８０カ所，２５００名。１施
設１５床まで），介護支援，レスパイト・サービス，年
金などのサービスを備えている。レスパイト・サー
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ビスとして，障害者の一時的入院の利用は可能であ
る。重度障害者で就労が困難な人は，家族と同居し
ている場合には在宅サービスを利用し，家族と折り
合いのつかない人の場合には居住施設が利用できる
ように対応している。
　表３は，州内に１１カ所設置されているAUSLの管
轄地域別重度障害者数である。
（４）以上を踏まえての考察
　以上のように，本稿の「はじめに」で触れたよう
に，「補完性の原理」に基づく当事者主権と分権型
国家の特徴を背景として，エミリア・ロマーニャ州
は，AUSLを軸にライフステージと個別ニーズに対
応した障害者施策を積極的に展開していると理解で
きよう。当地における住民自治と協同組合運動を基
礎にして，障害者施策への当事者主権と住民参加の
様相，非営利協同の社会的協同組合が障害者雇用に
果たす役割も明確となった。重度障害者に対する在
宅福祉，施設福祉についても，地区UVMによる専
門的かつ統合的なサービスの提供を図っていること
も特筆すべき点であろう。他方で，経済危機の影響
下にあることで，「高福祉」のエミリア・ロマーニ
ャ州においても，AUSLの減少が検討されているこ
とが，保健福祉サービスの低下を招くことにならな
いか危惧するところである。
　以下，全国協同組合連合会および社会的協同組合

の具体的な取り組みについて詳述する。

２．全国協同組合連合会「LEGACOOP」
（１）はじめに
　「Federazione delle Società Cooperative Italiani」
という団体は，イタリアの全ての協同組合の連合会
として１８８６年に設立された。しかし，１９１９年にカト
リック系協同組合（CONFCOOPERATIVE）が独立
し，独自の連合会を設立したため，Federazioneは
左派系協同組合の連合会になった。また１９２０年代に
ファシスト政権によって協同組合が禁じられたこと
でFederazioneも解散された。戦後１９４７年に全国協
同組合連合会（LEGACOOP）２３）は，左派系協同組
合の連合会，つまりFederazioneの後継組織として
設立された。その目的は「経済，福祉および市民社
会における協同組合の役割を効率的に促進するこ
と」である２４）。
　LEGACOOPは，イタリアの各州に支部をもって
おり，現在，加盟している協同組合は全部で１５,０００
社である。また，全国の協同組合において分野別に
集まり代表している団体がLEGACOOPに加盟して
いる。それらの加盟団体は，住宅協同組合
（Legacoop Abitanti），消費者協同組合（COOP），小
売店協同組合（ANCD），労働者・生産協同組合
（Cooperative di Produzione e Lavoro），サービス業
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表３　AUSL管轄地域別の重度障害者数（エミリア・ロマーニャ州，２０１１年）

障害の種類
神経疾患重度脊椎損傷重度脳障害

計％人％人％人AUSL

１２６４８.４６１１.６２５０６３Piacenza
１４５４０５８１１１６４９７１Parma
１５２３６.８５６７.２１１５５.９８５Reggio Emilia
１４９４０.９６１８.１１２５１７６Modena
２４７４２.１１０４１３.４３３４４.５１１０Bologna
２６５０１３１９.２５３０.８８Imola
９２４４.６４１６.５６４８.９４５Ferrara
１０７３５.５３８１２.１１３５２.３５６Ravenna
５８４４.８２６１０.３６４４.８２６Forli
１０２３４.３３５７.８８５７.８５９Cesena
１０８４３.５４７２.８３５３.７５８Rimini

１３１２４１.２５４０８.８１１５５０.１６５７計
出所）エミリア・ロマーニャ州地域事務所提供資料（２０１３年９月）に基づき黒田邦訳。



協同組合（Legacoop　SERVICI），観光業協同組合
（Legacoopturismo），食品・農業協同組合（Legacoop 
Agroalimentare），漁業協同組合（Legapesca），
報道・出版・通信協同組合（Mediacoop），文化産
業協同組合（Legacoop Cultura）と社会的協同組合
（Legacoopsociali）の１１団 体 で あ る。中 で も
Legacoopsocialiは最も新しい団体であり，２００５年に
設立された。現在，Legacoopsocialiには社会福祉や
教育サービスを提供し，社会的弱者の就職を促進す
る協同組合である２,３００社が加盟している。
　９月１７日，全国協同組合連合会エミリア・ロマ
ーニャ州支部の福祉・社会的協同組合担当のアル
ベルト・アルベラーニ（Alberto Alberani）氏
（Legacoopsocialiの会長，COpAPSの元会長）によ
る社会的協同組合に関するプレゼンテーションを受
け，合わせてインタビューを行った。以下は，その
内容をまとめたものである。
（２）LEGACOOPエミリア・ロマーニャ州支部につ

いて
　現在イタリアには，左派系である LEGACOOP
の ほ か に，イ タ リ ア 協 同 組 合 連 合 会
（CONFCOOPERATIVE）２５）とイタリア協同組合総
連（AGCI）２６）という２つの協同組合連合会がある。
CONFCOOPERATIVE は１９１９年に設立されたカト
リック系協同組合連合会で，AGCIはLEGACOOP
から独立した無宗教で社会民主主義系協同組合およ
び自由主義系協同組合の連合会として１９５２年に設立
された。２０世紀の間はこの３つの連合会間の対立が
強かったが，現在は連合会間の違いが減りつつあり，
協力し合うために２０１１年，この３つの連合会が「イ
タリア協同組合同盟」（Alleanza Cooperative 
Italiana）を設立した。同盟全体の加盟協同組合は
４３,０００社，組合員は１,２００万人，従業員は１１０万人で
構成されており，イタリアの国内総生産（GDP）の
７％を占めている。このデータはイタリアにおける
協同組合の重要性を表している。
　その中でイタリアの北部，特にエミリア・ロマー
ニャ州における協同組合は国内で最も大きな存在で
ある。この州はイタリアの協同組合運動の誕生地と

して知られ２７），現在LEGACOOPエミリア・ロマー
ニャ支部に加盟している協同組合は１,２８４社であり，
生産額は３２０億ユーロであり，加盟協同組合の従業
員は１５０,０００人であり，さらに組合員は２８０万人で，
つまり州人口の半分以上である２８）。
　LEGACOOPエミリア・ロマーニャ州支部は，州
のLEGACOOP加盟協同組合のトップ組織として三
つの目的や機能がある。第一に，州政府の政策作成
に対してLEGACOOPの加盟協同組合の意見を代表
すること２９），第二に，加盟協同組合へ資金や経営上
の支援を提供すること，第三に，加盟協同組合の活
動を監視，すなわち協同組合の行動がLEGACOOP
の原理に基づいた活動であるかどうかのチェックを
することである３０）。
　そして全国のLEGACOOPと同様に，エミリア・
ロマーニャ州支部の組織も加盟協同組合の分野にお
いて１１の部門に分かれている（表４を参照）。その
中でも消費者協同組合は，組合員数が２５０万人の最
も大きな団体である。生産額を見ると労働・生産協
同組合はもっとも高く，消費者やサービス，農業，
小売りの分野の協同組合も高くなっている。社会的
協同組合は組合数が２１４社で二番目に多く，従業員
２４,１９２人に加え，組合員４６,７７６人も比較的多いが，
生産額は９億６８００万ユーロでそれほど高くない。
（３）社会的協同組合について
　社会的協同組合は，１９９１年の法律によって定めら
れた，比較的新しい協同組合である３１）。その法律
の第１条によると，社会的協同組合は「コミュニテ
ィ全体の利益を達成し，人間性を推進し，市民社会
を統合するためのアソシエーション的な企業であ
る」。また，社会的協同組合はA型とB型に区別さ
れている。A型は，従業員が会社の共同経営者であ
り，全ての従業員が専門資格を持っており，社会的
弱者（高齢者，身体・知的・精神障害者など）に保
健，福祉，教育サービス（住居，デイケア，治療的
職業訓練など）を提供し，公共機関にそのサービス
を委託されていることが多い。
　B型は，通常の企業と同じく，商品やサービスを
提供している。しかし，従業員の３０％以上が社会的
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弱者でなければならない。従業員の社会保険は免除
され，入札がなくても公的機関へ商品やサービスを
提供することができる。従業員は組合員として会社
の共同経営者になれるため，労働者としてだけでは
なく，組合員としても従業員の社会統合が推進され
る。A型とB型を比較するとA型の方が多く，その
従業員や収入も多い。
　また，社会的協同組合には１８歳になった障害者が
A型で治療的職業訓練などの福祉サービスを受ける
か，B型で就職するかを決定する制度がある。かれ
らがどの社会的協同組合に入るかは，AUSLや雇用
センター，ソーシャルワーカーで作られた委員会に
よって決められる。B型に入る場合，職業訓練を受
け，試用期間を終えたのち組合が採用するかどうか
を判断する。しかし協同組合は販売する商品やサー
ビスによって生き残るため，求められる能力を満た
さない者を採用できない。
　２０１０年のエミリア・ロマーニャ州の全ての社会的
協同組合を見ると，６５１社，従業員は３２,６０２人，収入
は１０億９７１０万ユーロであることがわかる。その中で
A型は３８８社， 従業員２６,６９３人，収入が ８億６５００万
ユーロである。一方，B型協同組合は１６７社，従業員
が３,５４０人，収入１億３４００万ユーロである。またA型

とB型を合わせている協同組合は９６社，従業員が
２,３６９人，収入９８５０万ユーロである３２）。A型は州に
おける福祉サービスのほぼ全てを提供している。
　エミリア・ロマーニャ州の社会的協同組合の中で
先述の通り（表４を参照）LEGACOOPの加盟協同
組合は２１４社あり，従業員２４,１９２人で，生産額９億
６８００万ユーロである（２０１１年）。これらのデータを
比較することでLEGACOOPの加盟社会的協同組合
の従業員および生産額はどれほど大きいものである
か理解できる。
（４）社会的協同組合の優位性と問題点について
　公的機関および社会的協同組合が提供する福祉サ
ービスがエミリア・ロマーニャ州の福祉インフラと
なっている。この福祉インフラがあることで，州の
社会統合や州の経済が促進されている３３）。すなわ
ち福祉と経済成長との均衡が優先されたからこそ，
企業にとって良好な環境が出来上がったのである。
州政府もこの制度を重視し，ベルルスコーニ政権が
行っていた社会保障支出の削減を防ぐ結果につなが
った。その一例として，イタリア政府が高齢者福祉
の予算を削減したにもかかわらず，エミリア・ロマ
ーニャ州政府は高齢化に対応するために独自に社会
保障支出を拡大したことが挙げられる３４）。
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表４　LEGACOOPエミリア・ロマーニャ州支部の協同組合（２０１１年）

従業員一人当
たりの生産額

組合員従業員生産額協同組合数
協同組合の分野

千ユーロ％人％人％百万ユーロ％社数
１,０３２.６５４.５４１２８,５２２０.１６２４５０.７９２５３４.６７６０住宅
７８.６１２.９０８２,１０８４５.２７６７,６０３１６.５８５,３１４２０.０７３０９サービス業
４０.０１１.６５４６,７７６１６.２０２４,１９２３.０２９６８１６.６７２１４社会的協同組合
４１１.１１０.４２１１,７７８１３.８６２０,７００２６.５５８,５１０１４.１０１８１生産・労働
３６４.３３８８.３６２,５００,０００１４.０６２１,０００２３.５９７,６５１１０.９０１４０消費者
３,５４１.０００.０５１,２７１０.６７１,０００１１.０５３,５４１１.２５１６小売り
４３３.８０１.６５４６,５６６８.２２１２,２８０１６.６２５,３２７１５.１９１９５農業
１３７.６７０.０４１,０６４０.３５５２３０.２２７２３.２７４２観光業
３２００.１２３,５３００.２０３０００.３０９６３.００３８漁業
４２０.１４４,００００.３３５０００.０６２１２.８０３６文化
３０００.１３３,７６００.６７１,００００.９４３００４.１３５３その他

２１４.６３１００２,８２９,３７５１００１４９,３４３１００３２,０５４１００１,２８４計
出所）LEGACOOPエミリア・ロマーニャ州支部から提供されたデータとLEGACOOPエミリア・ロマーニャ州支部ウェブサイトのデ

ータ（２０１４年６月７日）を基にバユス・ユイスが作成。http://www.legacoopemiliaromagna.coop/associazione/rappresentanza



　また，エミリア・ロマーニャ州の福祉制度の中で
社会的協同組合は公的機関よりも効率性が高くとて
も重要な役割を果たしている。例えば，市立保育園
における子ども一人あたりの一か月にかかる費用は
１,２００ユーロであるがLEGACOOP保育園におけるそ
の費用は８５０ユーロである。その理由は，市立保育
園の従業員の一週間の労働時間が３９時間，月給が
１,４００ユーロであることに対し，協同組合の保育園
の従業員の労働時間は４７時間，月給が１,２００ユーロ
である。また，市立保育園では，職員が病気になっ
た際，原則として代行の職員が呼ばれるが，協同組
合の保育園では，保育園がその日預かっている子ど
もの人数によって，代行の職員を呼ぶかどうかにつ
いて判断する３５）ため人件費を抑えることができる。
　しかし，社会的協同組合についてはさまざまな問
題点が指摘されている。社会的協同組合は人件費に
ほぼ全ての利益を充てるため，再投資が非常に困難
である。また，小規模組合が多く，州における社会
的協同組合は「分裂」と「自己中心的」といった傾
向が強く，互いに協力し合う機会が少ない。さらに，
公的機関からの委託による収入に依存しすぎている
こともあり，財政的危機に伴う公的予算削減の結果，
社会的協同組合の収入が激減しつつある。
　今回アルベラーニ氏が最も主張した点は，労働契
約のない福祉労働者による競争拡大である３６）。カ
トリック教会では福祉関係の仕事が契約のない状態
で行われており，協同組合よりも福祉サービスを安
く提供している。しかし，それより深刻な課題は外
国人移民による不法労働である。
　ソ連崩壊によって東ヨーロッパからの移民女性が
エミリア・ロマーニャ州に多く移住した。彼女らは
介護関係の資格を持たず，個人かつ契約もなく介護
の仕事を行い，社会的協同組合と比べ労働時間が長
く給料が低い。介護の仕事をする組合の従業員は一
週間に３８時間働き，その月給は１,０００ユーロである。
しかし，社会保険や税金を含め，従業員一人当たり
の一か月にかかる費用は２,０００ユーロに上る３７）。こ
れに対し，個人で介護する不法労働者は雇主のもと
で住み込みで働くため，一週間の労働時間は１６０時

間，月給は８００ユーロであるが，社会保険や税金を
支払わない３８）。このような不法労働者は州に
１４０,０００人いるとみられ，従業員２５,０００人が介護の仕
事している社会的協同組合A型にとっては，特に不
況の時，収入を奪う大きな問題となっている。
　また，以前の社会的協同組合の従業員は１９７０年代
に精神科病院および特別学校の閉鎖にともない，社
会的弱者のためにより良い，新たな制度を作るとい
った大きな目的意識を持っていた。ところが現在，
従業員の意識が変わり，協同組合での労働を単なる
一つの仕事と捉えていることも問題となっている。
例えば，社会的協同組合の給料が比較的に低いため，
特に若い従業員の場合における転職率は高く，年に
２０％である。
　これに対し，カトリック系社会的協同組合の従業
員は，ただ業務をこなすだけでなく，人を助けるこ
とを目的としている。
（５）以上を踏まえての考察
　北イタリアにおける経済社会には協同組合が大事
な役割を果たしてきた。また，１９７０年代の特別学校
や精神科病院の閉鎖に伴う福祉サービスの提供の必
要性に応えるために，A型とB型といった二類型の
社会的協同組合は普及した。A型は公的機関の組織
と比べ組織が柔軟かつ低コストで社会福祉サービス
の提供が可能であり，B型は社会的弱者に雇用の機
会を与えることが可能な組織である。エミリア・ロ
マーニャ州における社会的協同組合と州政府，各自
治体は互いに協力し合い，社会統合を支え，経済に
良い影響を与えている福祉の仕組みを作ったという
意識を持つ人が多いと思われる。
　しかし一方で，この福祉制度は内部にも，外部に
も問題がある。内部では，従業員一人あたりの生産
額がほかの協同組合より低く（表４を参照）３９），給
料も低いため，人材確保が困難になっている場合が
あり，再投資する能力も低い。また，特にB型では，
生産性が低いため，公的機関の委託への依存度が高
く，そのため現在の財政的危機の影響を受け収入が
激減した。また，外部では，介護をはじめとする福
祉サービスが低コストである不法労働者との競争が
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A型にとって大きな問題になっている。北イタリア
で形づくられた社会福祉制度の存続のためにこれら
の問題を解決することが重要である。

３．社会的協同組合「CILS」
　ここでは，チェゼーナ（Cesena）市４０）にある
「労働・社会的統合のための社会的協同組合
（CILS）」のジュリアーノ・ガラッシ（Giuliano 
Galassi）会長へのインタビュー調査４１）をもとに，
CILSの概要と，社会的協同組合が障害者雇用のた
めに果たしている役割について考察していく。
　本節の内容は，（１）概要・設立目的，（２）職業訓
練，（３）CILSのスタッフについて，（４）社会的協同
組合としての課題，（５）考察，の５つである。
（１）CILS４２）の概要・設立の目的
　CILS（Cooperativa Sociale per l’inserimento 
Laborativo e Sociale ONLUS４３））は１９７４年に，障害
のある人の親の三つ団体によって設立された協同組
合である。
　CILSの目的は，「効率」「生産性」「品質」「連帯」
という４つの原理に基づいて，障害のある人に給与
と安定した職業を与えるというものである４４）。
　もともと，利用者に「職業訓練をしてもらい，一
般企業で就職をしてもらう」という目的があったが，
就職先を見つけることが困難であったため，利用者
がCILSの中で就職できるように方針転換を行った。
　全体のうち１０％である社会的協同組合A型では，
障害者の居住施設，重度の障害者のデイケアセンタ
ー（治療的職業訓練が行う）と，障害のある子を持
つ高齢者の居住施設という３つの社会福祉サービス
を提供している。
　障害者の居住施設については，ガラッシ会長の話
によると，約２５年前に障害者の両親が亡くなってし
まったことをきっかけに，家族のいない障害者のた
めの居住施設を作り，現在では１０人ほど暮らしてい
る。その施設の隣に，軽度の障害のある人々のデイ
センターを建設し，そこで利用者は日中，活動を行
い，夕方になれば家族のもとへ帰っていくという。
　一方，全体のうち９０％を占める社会的協同組合B

型には，サービス，印刷，環境・公衆衛生という３
つの部門がある。
　サービス部門では，部品の組み立て（チェゼーナ
市の企業が製造するプラスチック製のごみ箱の，最
後の組み立て段階をCILSが任されている），銀行内
での小銭の分類，郵便物の投函（障害者，健常者の
グループで作業することが基本）を行っている。
　印刷部門では，刷り上がった文書をまとめる梱包
作業を行っている。環境・公衆衛生部門は，公営駐
車場の管理，工場や道の清掃，小学校の警備と清掃，
公園と庭の管理と，墓地の運営を任されている。墓
地での作業は，障害者が健常者と触れ合うことがで
きることから，重要な取引先としてガラッシ会長が
評価している。
（２）職業訓練
　障害者のための職業訓練は，まず１年～４年（４
年以上の人もいる）職業訓練を受け，１時間に２ユ
ーロの労働奨励金が支払われる。実際に仕事を行う
場合は，障害者一人に対して健常者一人という形態
をとっている。
　CILSの職員，支援労働者，そして家族とともに，
障害者の能力（自律性，人間関係，技能）の観点か
ら，それぞれの人に合わせた大まかなガイドライン
（個人訓練計画）を作成する。家族との面談は少な
くとも年に一回は行い，仕事のみならず健康面等す
べての結果を話すという。
　利用者が訓練の目標を達成してから，就職待ちの
リスト（Borsa de Laboro）に入って，ポストが空け
ば就職する。就職する際は，障害の有無にかかわら
ず，同じ契約内容に署名する。
　また，障害者が社会参加を成し遂げた時点で，社
会的機関の援助が切れると健常者と同じとみなされ，
所得が４,６００ユーロを超えれば障害者年金を受給で
きなくなるという。労働契約で一定以上の給与が保
障されれば，障害者年金をもらう権利がなくなる。
（３）CILSのスタッフ
　従業員の詳細については，表５の通りである。全
従業員の８４％は正社員であり，そのうち約半分は組
合員にもなっている。
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　CILSの報告書によると，２０１１年と２０１２年のデー
タ比較では，障害のない従業員は１５人増，身体障害
のある従業員は３人増，知的障害者が２人減，精神
障害者が１人減となっている４５）。障害のない従業
員は，仕事の方法を適切に教えるために，サポート
の役割を担っている。
（４）社会的協同組合としての課題
　CILSは公的機関から助成金を受けていないが，
自治体，県と AUSLから仕事を委託されている。
１９９１年の社会的協同組合法によって障害のある従業
員の社会保険が免除され，公的機関は２０万ユーロ以
下の事業なら，入札なしで社会的協同組合に事業を
委託することができる。
　公的機関が社会的協同組合B型に仕事を任せる理
由は，経済的理由と社会的理由の２つである。
　経済的な理由としては，障害者が働かなければ，
デイケアセンターなどのサービス利用によって政府
にコストがかかるためである。そして社会的な理由
としては，障害者の社会統合と生活改善を達成する
ためということが挙げられる。
　しかし政府の社会福祉予算削減によって，小学校

がCILSに委託しているサービスの約２５％が削減さ
れ，駐車場管理の契約も更新されないことから，新
たな仕事を見つけなければならなくなった。
　また，経済不況の影響を受けて赤字になっている
部門もある。障害者の能力に合ったポストがなく，
またポストに必要な労働力を持つ障害者がいないこ
とから，CILSは知的障害者の就労先を増やすこと
に苦労しているという４６）。
（５）考察
　以上のことから，ここでは本節の考察として次の
２点を挙げたい。
　第１に，CILSは障害者に対して職業訓練を行う
機会を与えており，単純作業のみならず健常者と接
することを積極的に促進しているということが特徴
的である。一人ひとりの障害者に対して，家族や支
援員を含めたチームで，支援プログラムを作成して
いる点も，評価されるべきである。
　第２に，CILSは近年の不況のあおりを受けて経
済的にひっ迫していることから，障害者の雇用を創
出することが以前に比べて困難となっている現状で
ある。しかしながら，障害者の社会参加の促進を包
摂的に行っているという観点からは，CILSが果た
す障害者雇用の役割は大きいと言える。

４．社会的協同組合「COpAPS」
　２０１３年９月１６日，ボローニャ市街から約２０キロ
南西に位置するサッソ・マルコーニ（Sasso 
Marconi）４７）という町にある社会的協同組合
「COpAPS（Cooperativa per Attivita Produttive e 
Sociali），コーパップス」を訪問した４８）。ここでは，
理事長のロレンツォ・サンドリ（Lorenzo Sandri）
氏へのインタビュー，現地の視察調査を通じて得た
知見をもとに，教育農園の運営，レストラン「イ
ル・モンテ（Il Monte）」４９）の経営，グリーンツー
リズムを通じての障害者雇用，職業訓練，リハビリ
テーションに取り組むCOpAPSの現状と課題につ
いて考察していく。
（１）COpAPSの概要
　COpAPSは，１９７９年に障害者とその家族，農業技
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写真２　社会的協同組合CILSの全景

表５　CILSの従業員の内訳 （人）

７６知的障害者障害のある従業員
７精神障害・薬物依存等
８９身体障害者
２５２サポートスタッフ（障害のない従業員）
４２４計



術者，ソーシャルワーカーによって設立された社会
的協同組合である。この社会的協同組合は「農業を
社会的活動と結びつけたパイオニア的存在」（サン
ドリ理事長）である。メインオフィスの周りの農地
面積は３０ヘクタールであり，レストラン「イル・モ
ンテ」の周りには４ヘクタールの畑がある。
　かつてCOpAPSの土地，建物は，カトリック系慈
善団体の旧ピア財団の所有であったが，現在は公的
不動産を運営管理する州の付属機関のもので，
COpAPSはそこに賃貸料を支払い借りている。レス
トラン「イル・モンテ」のある場所は，ある畑作農
家が山と建物を州に寄付したものであり，自分たち
で約１０年間かけて現在の姿にリノベイトした。
　サンドリ理事長は，ボローニャ大学農学部で博士
号を取得した農業専門家で，１９８０年代半ばから，こ
の教育農園に勤務されている。現在ここでは，５０名
が働いており，その内訳は障害者１４名，３６名が健常
者となっている。１４名の障害者が従事している仕事
内容は，緑地管理（１０名），農業・花き栽培（４名）
である。この１４名の障害種別は，軽度の知的，身体
的，精神的な障害のある人たちである。中度，重度
の障害のある人たちは，レストラン「イル・モン
テ」でリハビリテーションを行っている。ほとんど
の人たちが毎日，公共交通機関を利用して自宅から
通ってくるが，平日はここで宿泊し，週末のみ自宅
に戻る人もいる。
（２）COpAPSの事業内容
　COpAPSの主な事業内容は，有機栽培での野菜づ
くり（この野菜はブランド化している），レストラ
ン「イル・モンテ」の経営，行政から委託契約を受
けての緑地管理，墓地メンテナンスなどである。社
会的協同組合A型事業（レストラン経営，行政から
の委託契約）が２０％，B型事業が８０％である。
　２０１２年度の収入は１７０万ユーロであったが，２０１３
年度は経済危機の深刻な影響を受けることになり，
収支は赤字になる見通しである５０）。例えば，レス
トランの顧客数は２０１２年度比で約２０％減少した。企
業同様に赤字になると，社会的協同組合といえども
倒産するリスクがあるため，ロレンツォ・サンドリ

理事長は，いかに新規の事業を開拓していくかとい
うことで常に頭を悩ませているとのことであった。
　サンドリ理事長によると，有機栽培による野菜の
ブランド化戦略をなぜ展開しているのかというと，
それは障害者の労働生産性はどうしても低いため，
通常の農業では勝負できないからだという。このブ
ランド野菜を周辺住民や自動車に乗って買いにくる
遠方からの顧客に直接販売しているが，スーパーに
卸すほどの生産量はない５１）。レストラン「イル・
モンテ」では，この有機栽培野菜を使用して，売上
を伸ばしている。
　レストラン「イル・モンテ」の営業期間は降雪の
影響のない３月から１２月初旬までで，毎週約１００名
の顧客が訪れ，年間約５０００食を提供している５２）。
このレストラン情報はグリーンツーリズムのガイド
ブックにも載っており，以前は３か月前に予約しな
いと入れないほど盛況であったが，先ほど述べたよ
うに経済危機後は顧客数が減少傾向にある。
　レストラン「イル・モンテ」では，現在１３名の障
害者がリハビリテーションのために，月曜日から金
曜日（９：００～１５：３０）まで生パスタ製造，清掃，
木製の椅子，テーブルのメンテナンス，緑地管理な
どの作業に従事している。毎日手作りされる生パス
タは冷凍保存されて，レストランに提供されている。
　COpAPSで正式に雇用されている人は，障害者で
あっても健常者と同じ給与を得ている。障害者は
AUSLからCOpAPSを紹介されてリハビリテーショ
ンにやってくる。家族，AUSLによって利用者の個
人プログラムが作成され，１年間利用者本人の適応
性確認を実施する。一人の障害者につき５名の専門
家からなるチームが組まれ，エデュケーターによる
週１回のミーティング，心理学者による月１回のス
ーパーバイズが行われている。仕事を通じて人との
つながりを感じ，家族の協力のもとで，障害者の自
立をサポートしていくことを最大の目的にしている。
ここでリハビリテーションを行うものには，
COpAPSから月額５０ユーロ，労働省から労働奨励金
として月額４５０ユーロが支払われている。
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（３）COpAPSの抱える課題
　欧州債務危機以降，COpAPSの事業はあらゆる面
でのコスト削減という課題に取り組んでいるわけで
あるが，新機軸となる事業を新たに開発し，乗り出
しているわけではない。「われわれの事業に関する
社会的関心も低くなった」と世間の価値観の転換を
サンドリ理事長は嘆いておられた。
　COpAPSの活動の政治社会的理念の基盤は「連帯
（ソリダリエタ）」と把握することができるが，近年
の左翼の停滞がCOpAPSの社会的協同組合運動と
しての勢いを後退させているのは間違いない。経済
危機と左翼の停滞のはざまに現在のCOpAPSは位
置している。
　財政的課題を最大の課題として指摘されたサンド
リ理事長であったが，広大な農園と美しい山の上に
存在するレストランで働く障害者の生活環境はわれ
われにとっては目を見張るものがあり，農園やレス
トラン経営という事業と障害者の自立支援という活
動の両立を目指すCOpAPSの理念と実践が今後ど
のように変化していくのか注視していきたい。

５．障害者の余暇保障・文化活動「アレグロ・モデ
ラート」（ミラノ市）

　ミラノ市に本拠を置く，障害者オーケストラ「ア

レグロ・モデラート」の活動についてヒアリング調
査を行った５３）。対象地域がロンバルディア州ミラ
ノ市であり，エミリア・ロマーニャ州ではないが，
障害当事者による余暇保障・文化活動という特徴に
加え，協同組合組織として活動している点から特筆
すべき実践であると位置づけ調査対象とした。
（１）アレグロ・モデラートの概要
　アレグロ・モデラートは，その前身となるエザグ
ランマ（esagramma）音楽療法学校での２０年間の活
動を継承・発展させ，２０１１年に非営利の協同組合と
して誕生した。ちなみに「アレグロ・モデラート」
とは「適度な速さで」という意味である。現在，１４
歳～５０歳の障害者８０名が所属しており，障害の内訳
は，知的障害が６割，自閉症が４割となっている。
活動は週２回行っており，団員は学校や仕事を終え
た後に活動に参加している。
　アレグロ・モデラートでは基本となる３年間コー
スの後，オーケストラや室内楽の練習をしながらオ
ーケストラ活動，合唱，文化活動などを行っている。
アレグロ・モデラートでは，「楽しさ」や「癒やし」
のレベルを超えて，あくまでも「本物の音楽を通じ
ての教育」，「高い音楽性」を追求しているという。
障害によって多くの困難を抱えているからこそ，団
員には一人ひとりのもつ可能性を高めて，それを乗
り越えてほしいと考えている。
（２）アレグロ・モデラートの挑戦
　とはいえ，音楽のクオリティを下げることなく，
楽器経験のほとんどない障害者に本格的な演奏を指
導するのは容易でない。アレグロ・モデラートでは
様々な創意工夫を行っているという。
　まず，演奏する楽曲はベートーベンのような偉大
な作曲家のもののみを扱うが，できるだけ楽曲の構
造を変えずに編曲することで作曲家の意図した音楽
性を失わないよう細心の注意を払っている。また，
障害があるからといって玩具のような安価な楽器で
はなく，オーケストラ用の本物の楽器を使っており，
演奏会場もミラノでも有数の本格的な劇場（テアト
ロ）を使っている。それは，聴衆はもちろん，演奏
する障害者たちにも高い音楽性を堪能してもらいた
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いからである。
　もちろん技術的な面に関してはシンプルにしなけ
ればならないこともある。しかし，クオリティの追
求においては，指導者も音楽教育の専門家，音楽家
（演奏家）であることにこだわっているという。楽
器選びについては入団して一週間はいろんな楽器に
触れながら自分に合った楽器を決めてもらうが，そ
の楽器にこだわることなく他の楽器を試すことも勧
めている。時間をかけて楽器との相性を探り，様々
な楽器を弾いてみる中で一人ひとりの可能性を見い
だしていく。
　例えば，落ち着きのない子どもの場合，比較的簡
単に大きな音が鳴るため達成感が得やすい打楽器を
選ぶことが多いが，その子がチェロを演奏してみる
ことで「落ち着き」を学ぶ可能性もある。反対にお
となしい子どもには，あえて打楽器を与えることで，
その子の違った面が開花するかも知れないという。
　また，アレグロ・モデラートでは，音楽を通じて
コミュニケーションの力を育み，人間関係を構築す
ることもめざしている。そのため個別レッスンだけ
でなく，７～８人の生徒に３～４人の先生が教える
グループレッスンにも力を入れている。仲間に守ら
れ支えられながら，それぞれの能力に応じた役割を
果たすことでグループに対する責任感も生まれてく
る。それは，社会の中で成人として，他の人と一緒
に生きていくことの大切さを学んでほしいという願
いがあるからである。また，障害のない子どもたち
とも共演する機会は，インクルーシブ教育の場にも
なっているのだという。
　なお，アレグロ・モデラートは，エルシステマ・
イタリア支部の一員として活動している。他にもイ
タリア支部には，イタリア国内１４地域の４４団体
（８５００人）が加盟している５４）。
（３）障害者の余暇保障・文化活動のもつ意義
　日本では，障害のある人たちの余暇保障は，教育
保障や労働保障に比べて注目度は低く，その実態も
乏しい。２００６年に国連で採択された「障害者権利条
約」には，障害者の自立を図るために，教育や労働
の権利だけでなく，第３０条には障害者の文化的生活，

レクリエーション，余暇に参加する権利が明記され
ている。アレグロ・モデラートは，協同組合として
余暇活動を組織し，障害者が本格的な音楽を楽しむ
ことを実現している。障害者の社会参加に対するイ
タリアの人々の奥深さと文化性の高さから学ぶこと
は多い。

おわりに─結論と今後の研究課題─

　本調査研究は，１９７０年代からインクルーシブ教育
を推進してきたイタリアに着目した。なかでも北部
イタリア，エミリア・ロマーニャ州における障害児
教育・福祉の実情について，州行政機関，大学研究
者，学校関係者，全国協同組合連合会，各社会的協
同組合等に対する質的調査を通じて明らかにした。
　特に，特別なニーズのある子どものライフステー
ジにそって，就学前期から学齢期，成人期における
施策の特徴と課題を検討した。本調査を通じて，次
の５点を結論としたい。
　第１は，教育・福祉水準の地域格差，北高南低の
格差であり，北部イタリア，エミリア・ロマーニャ
州における施策の優位性である。１９７０年代以降，北
イタリアは，精神科病院の閉鎖と地域移行に見られ
る障害者施策の先進的地域であるとともに，労働運
動，協同組合運動の盛んな地域であり，地域の共同
性の強さを背景とした障害者運動によって障害者施
策を展開してきた。しかし，冒頭で触れた統計資料
や調査を通じて様々に指摘された南部の抱える問題
性から，施策の格差は明らかであった。
　第２は，第１とも関わるが，「産業・経済水準」と
「教育・福祉水準」との連関についてであり，北部
イタリアの産業基盤の優位性が教育福祉水準の高さ
を維持している。しかし，北部においても新自由主
義経済による歪みは見られ，社会的協同組合の事業
基盤が揺らいでいる。すなわち同州における施策の
優位性が経済危機による財政不足によって，その基
盤を揺るがせ，社会的協同組合の活動にも様々な制
約が生じている。
　第３は，障害児教育・インクルーシブ教育の質を
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担保する上での教員配置の問題である。本調査では，
学校現場を訪問することができず，特別な教育的ニ
ーズのある子どもへの教育実践がどのように取り組
まれているのかを把握することはできなかった。し
かし，研究者，関係者へのインタビューを通じて，
通常学級で特別な教育的ニーズのある子どもをサポ
ートする支援教師や教育補助員の不足によってその
対応が困難となっていることが明らかになった。
　第４は，障害者の教育保障と労働保障，生活保障
の一貫性，権利性をめぐる課題である。AUSL，州，
コムーネによってライフステージに沿って総合的な
障害者施策とシステムが対応しているものの，この
点においても，財政危機，高い失業率と雇用不安を
背景にシステムそのものの揺らぎを垣間見ることに
なった。
　第５は，社会的協同組合の活動のもつ意義と評価
をめぐってである。協同組合の原則として，「協同
組合のアイデンティティに関するICA声明」（１９９５
年）５５）があるが，そこには，自発的組織，民主的管
理などの７つの原則が提示されている。社会的協同
組合活動のもつ意義を考える上で，そのうちの第７
原則「コミュニティへの関与」，すなわち「協同組合
は，組合員によって承認された政策を通じてコミュ
ニティの持続可能な発展のために活動する」という
点に注目したい。社会的協同組合の実践は，障害者
の社会参加，地域社会にインクルーシブされたノー
マルな生活の実現において，障害当事者だけでなく
社会的協同組合に関わる地域社会の構成員が障害者
施策を通じてコミュニティの持続可能な発展に寄与
しているといえよう。
　今後の研究課題は，第１にイタリアにおけるイン
クルーシブ教育の内実，実践についての検証である。
本調査は，教育条件，施策レベルの把握と考察にと
どまっており，支援教師，教育補助員がどのように
特別なニーズのある子どもを具体的に支援している
のかという臨床的考察については今後の課題とした
い。また，日本の特別支援学校のように重度重複障
害児に対する医療的ケアや教育実践が，イタリアで
はどのように保障されているかについても研究課題

としたい。
　第２の研究課題は，調査対象を他地域，特にイタ
リア南部の実態を把握することである。そのことに
よってインクルーシブ教育を推進する上での具体的
課題がよりいっそう明確になるものと考えるからだ。
　第３は，イタリア社会に限らないが，インクルー
ジョン（包摂）の理念と経済社会の不安定性を背景
にした障害者の社会的排除との関係性について検証
することである。包摂と排除は，硬貨の両面，諸刃
の剣と言ってもよく，経済社会の不安定性によって
揺らぎが生じる。経済成長を背景とした潤沢な財政
状況にあれば障害者は社会に包摂される可能性が高
まるが，その逆であれば排除される危険性が増す。
そのような不安定性を制御しインクルーシブな社会
を維持する上で，社会的協同組合などの社会的連帯
や社会的結束（social cohesion），障害者運動の役割
は大きいだろう。もちろん，国や州などの公的機関
は，どのような経済状況であろうとも障害者一人ひ
とりの権利保障を無条件に推進しなければならない。
この点についての理論的，実証的な検証に引き続き
取り組んでいきたい。
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ア，ユーラシア・東欧，ラテンアメリカを対象地
域として，子どものライフステージにしたがって，
障害の早期発見・診断，就学，移行支援等を具体
的に調査するものである。
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Report on Italy for the Study on Member States’ 

policies for children with disabilities, European 

Parliament, manuscript completed in June 2013.

（http://www.europarl.europa.eu/RegData/etudes
 /etudes/join/2013/474426/IPOL-LIBE_ET(2013)

 474426_EN.pdf，２０１４年６月１５日閲覧）
６） 小島晴洋ほか『現代イタリアの社会保障─ユニ
バーサリズムを越えて』旬報社，２００９年，２５３-２５８
ページ。

７） 同上書，２６-２７，８６，３０８ページ。
８） 坂本沙織「精神障害者地域生活支援の国際比較
─イタリア─」『海外社会保障研究』１８２号，２０１３
年３月，１６-１７ページ，トリエステ精神保健局（小
山昭夫訳）『トリエステ精神保健サービスガイド
─精神病院のない社会へ向かって』現代企画室，

２００６年，２１-２６ページ，をもとに精神障害者施策
の歴史的変遷を要約した。

９） 浜井浩一『罪を犯した人を排除しないイタリア
の挑戦─隔離から地域での自立支援へ』現代人文
社，２０１３年，１６７ページ。

１０） 佐々木雅幸『創造都市への挑戦─産業と文化の
息づく街へ』岩波現代文庫，２０１２年，１０９-１１０ページ。

１１） GDP per capita by region, 2012, Noi Italia.
（http://noi-italia2014.istat.it/index.php?id=7&L=
 1&user_100ind_pi1%5Bid_pagina%5D=181&cHash

 =92d6023274c4aa663508752de1bbc1c2，２０１４年６
月１５日閲覧）

１２） Children aged 0-2 using childcare services by 
region, 2010, Noi Italia.（http://noi-italia2014.
 istat.it/index.php?id=7&L=1&user_100ind_pi1%5

 Bid_pagina%5D=204&cHash=a63be8203b33b6d68c

 436f84fea14c1d，２０１４年６月１５日閲覧）
１３） Expenditure on social services and benefits 

managed by single and associated municipalities 

by region, 2010, Noi Italia.（http://noi-italia
 2014.istat.it/index.php?id=7&L=1&user_100ind_

 pi1%5Bid_pagina%5D=200&cHash=d891053a39c

 750e579eb81de1afcfd64，２０１４年６月１５日閲覧）
１４） 津田直則『社会変革の協同組合と連帯システ

ム』晃洋書房，２０１２年，７４ページ。
１５） 小島晴洋ほか前掲書，２９ページ，１０９-１１０ページ。
１６） マリア・アントニエッタ氏が教員免許を取得し

た当時，音楽の教員免許を取得するためには１５００
時間の授業を受ける必要があったそうである。

１７） 当時，通信教育で支援教師の資格が取得できた
のはヴェネツィア・カ・フォスカリ大学だけであ
ったとのこと。

１８） それ以前にも制度の大枠は存在していたが，
１９９２年になってシステムが確立したという。

１９） ミラノ市の学校は，平日（月～金）の８：００～
１３：４５が授業時間で，土日は休みとのことである。

２０） インタビューを行った日（２０１３年９月１４日）が
新年度が始まって２日目であったことにもよる。

２１） 本調査は，２０１３年９月１１日～１９日の日程で実施
されたが，この時期，イタリアの学校では新年度
が始まったばかりであったため，学校への訪問調
査が実現しなかった。

２２） インタビューは２０１３年９月１３日午後に実施した。
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２３） Lega Nazionale delle Cooperative e Mutue
（LEGACOOP）

２４） 「Sostenere nel modo più dinamico ed efficace 
il protagonismo economico, sociale e civile delle 

imprese cooperative」（LEGACOOP: http://www.
 legacoop.coop/associazione/legacoop-nazionale/

より，２０１４年６月７日閲覧）。
２５） Confederazione Cooperative Italiane.
２６） Associazione Generale Cooperative Italiane.
２７） Federazione delle Società Cooperative Italiani

は１８８６年にミラノ市に設立された。
２８） エミリア・ロマーニャ州の人口は４４０万人で，

イタリアの人口の７.４％を占めている。また，経
済的にはイタリアの産業が最も多い地域の一つで
あり，GDPの８.８％を占めている。

２９） 州政府が政策の作成段階でLEGACOOPの意見
を聞くことが通例である。

３０） LEGACOOPの原理は「相関関係」，「自己責任」，
「民主主義」，「平等」，「公平性と連帯性」，「誠実
さ」，「社会的な透明性」，「相手への配慮」といっ
た国際協同組合同盟（ICA）によって定められた
原理である。

３１） 「社会的協同組合法」（１９９１年，法律３８１号「Legge 
３８１ del １９９１」）。

３２） このデータはLEGACOOPの調査結果であり，
類型が把握できなかった協同組合および他州に本
部を持つ協同組合は含まれていない。また，
Unioncamere経営者団体の調査結果によれば２０１３
年にエミリア・ロマーニャ州における全ての社会
的協同組合は９１１社であり，その従業員は３６,３７３
人にも上る。

３３） 保育園と高齢者福祉サービスがあることにより
女性が働くことが可能となり，社会統合と同時に
経済活動が促進されている。

３４） エミリア・ロマーニャ州政府は独自の税金を導
入し，これで取った１０億ユーロを高齢者福祉に回
している。

３５） 児童に４人以上の欠席者がある場合は代行の先
生は呼ばれない。

３６） １９９１年までに，社会的協同組合における福祉関
係の労働は，教会や伝統的家庭内で行う女性の介
護と同じとみなされて労働契約が法律上必要なか
った。しかし，１９９１年の法律によって，社会的協

同組合で行っている労働は本当の仕事としてみな
されて労働契約が義務になった。これは社会的協
同組合の「成功の一つである」という。

３７） 社会的協同組合の従業員は，高校を卒業してか
ら専門学校で９００時間の講義を受講して社会・健
康資格を得た労働者と大学で教育・福祉関係専門
を卒業した専門家である。

３８） 結果として，協同組合が提供する介護サービス
は１時間のコストが２４ユーロであることに対して，
不法労働者の場合は３ユーロとなっている。

３９） 従業員一人当たり生産額のデータは，表４のデ
ータを基に独自で計算したものである。

４０） ボローニャ市と同じエミリア・ロマーニャ州に
あり，ボローニャの東南東に位置する。人口は約
１０万人である（http://en.comuni-italiani.it/040/
 007/）。

４１） 調査は，２０１３年９月１７日に行い，ガラッシ会長
へのインタビュー調査の後，CILSが就労訓練を
行っている工場見学も行った。

４２） CILSは，品質および環境認証のISO９００１，環境
認証の ISO１４００１，労働衛生安全認証の OHSAS
 １８００１と，倫理認証SA８００という４つの認証を受
けている。

４３） 「ONLUS」というのは，「organizzazione non 
lucrativa di utilità sociale」（社会的なNPO）である。

４４） 「Fondata il 7 giugno del 1974 dalle associazioni 
ANFFAS, ENAIP e ANMIC, per favorire 

l’inserimento di persone con disabilità in un 

lavoro vero, stabile e remunerato, la C.I.L.S. è 

riuscita a coniugare efficienza, qualità, produttività 

e solidarietà, nel rigoroso perseguimento degli 

scopi statutari.」（http://www.cilscesena.org/
 content.aspx?pag=10）

４５） CILS「Relazioni e bilancio ２０１２」，２０１３年
４６） １９９７年に知的障害のある従業員は７７人であった

のに対し，２０１２年には７６人だけである。
４７） サッソ・マルコーニは，エミリア・ロマーニャ

州ボローニャ県にある人口約１５,０００人のコムーネ
である。ここ無線通信装置を開発したグリエル
モ・マルコーニ（１８７４-１９３７年）に因んで，１９３８年
からこのコムーネ名称になった。

４８） ２００３年１２月に「COpAPS（コーパップス）」を訪
問した作家の井上ひさし氏は『ボローニャ紀行』
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（文春文庫，２０１０年）のなかで「山の上の少年コッ
ク」（pp.７５-８６）と題したエッセイを書いている。
井上氏は農園の直売所で働く知的障害者のアンド
レア氏のことを紹介しているが，われわれの訪問
時にも彼は元気に野菜を販売して働いていた。

４９） 教育農園のあるメインオフィスから車で約６キ
ロ先の山の上にある障害者が働くレストランで，
花き栽培の美しい畑のなかに位置している。

５０） ここでサンドリ理事長によって指摘されている
経済危機とは，２００９年秋ギリシアで長年にわたる
粉飾財政が発覚し，深刻な債務問題（債務不履行，
デフォルト）が明るみに出た結果，ユーロ危機が
発生したことを意味している。

５１） ２０１２年度の売上総額は，野菜で約６万ユーロ，
花で約２０万ユーロであった。

５２） レストランにはシェフが常駐し，前菜からデザ
ートまでの本格的なコース料理を提供している。

５３） ２０１３年９月１４日，ミラノ市内のヴェルメ劇場
（Teatro Dal Verme）にて，障害者オーケストラ
「アレグロ・モデラート」の活動についてヒアリ
ング調査を行った。インタビュー協力者はアレ
グロ・モデラート指導員の Giuseppina Geloso 
氏（ピ ア ニ ス ト・ピ ア ノ 教 師），同 Marco 
Sciammarella氏（ピアニスト・支援教師），そし
てエルシステマ・イタリア支部のMaria Majno氏
の３名である。なお，アレグロ・モデラートの活
動内容は，http://www.allegromoderato.it/ で確
かめることができる。

 また，本稿は，黒田学・平沼博将・益田弥生
（２０１３）『ミラノ発　障害者のオーケストラ「アレ
グロモデラート」』（『福祉のひろば』２０１３年１２月
号，pp.４４-４８所収）に加筆・修正したものである。

５４） エルシステマは，１９７５年にベネズエラで，ホセ・
アントニオ・アブレウによって設立された。貧困
対策として始まった音楽教育運動で，子どもたち
がオーケストラや合唱に取り組むことで，犯罪や
暴力から救い出そうとするものである。エルシス
テマの活動は国際的に注目され，イタリアをはじ

め３０か国以上に広まり，日本でも２０１２年に福島
（相馬市）で始まっている。貧困対策に留まらない
国際的な音楽教育運動として大きく展開している。

５５） 日本生活協同組合連合会ホームページ（http://
 jccu.coop/，２０１４年６月１５日閲覧）。
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Abstract : This paper considers the present situation and problems of special needs education and welfare 
services for persons with disabilities (PWDs) in Italy. Inclusive education was introduced in Italy in the 

1970s, when its education system was reformed. Especially in Emilia-Romagna, the regional government has 

taken the initiative to develop sound policies to support PWDs, and social cooperatives that employ PWDs 

have also been very active in this region. In our research, we interviewed officials and staff of social 

cooperatives and institutions related to the education and welfare of PWDs in Emilia-Romagna. With this 

research, in addition to verifying the characteristics of inclusive education and its problems, we analyzed an 

advanced case of social participation, welfare services and general support policy for PWDs. This research 

was supported by JSPS KAKENHI Grant Number 23252010.

Keywords : Bologna, Emilia-Romagna, social cooperatives, special needs education, welfare services for 
persons with disabilities (PWDs).
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